


























































16　最判昭和30年 4 月19日昭和28年（オ）625号民集 9巻 5号534頁。
17　最判昭和62年 2 月 6 日昭和59年（オ）1058号・1059号裁判集民事150号75頁。
18　教員敗訴例として、東京地判平成11年12月13日平成 9年（ワ）21577号（評釈として、星
野豊・月刊高校教育2003年 1 月号52頁（2003年））、教員勝訴例として、長野地判平成21年
3 月 6 日平成18年（ワ）82号（関連事件を含めた評釈として、星野豊・月刊高校教育2014
年 6 月号78頁（2014年）参照）。
19　同一の訴訟で判断が分かれた事例として、岐阜地判平成21年12月16日平成19年（ワ）91号、

































































































法律時報84巻 9 号118頁（2012年）、同・月刊高校教育2011年 9 月号76頁（2011年）参照）。
なお、同事件における第一審及び控訴審では、在学契約の当事者は指導教育を現実に受け
る生徒であるとの解釈に基づき、在学契約違反に基づく学校の責任を否定している。東京
地判平成18年 9 月26日平成17年（ワ）4299号、東京高判平成19年10月31日平成18年（ネ）
5308号。
26　また、本文中では議論を複雑にすることを避けるため明確に記述していないが、同じく
教育を現に受ける立場にある「生徒」としても、心身双方の発達段階によって、自己の意
思を表示する能力、自己の利益を冷静に判断する能力、相手方の属性や特徴等を把握する
能力等については、著しい格差があるものと考えて差し支えないから、理論的に唯一の望
ましい解釈が果たして存在するかについても、やや否定的な予測をせざるを得ないところ
があるように思われる。
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な指導に係る行為ないし不行為をした教員の個人責任との関係を、どのように捉え
るべきかである。この問題は、国公立学校に関しては、本項（ 1）において前述し
た、国家賠償法の解釈における公務員の個人責任に関する議論の延長線上に位置づ
けることも不可能ではないが、これも前述のとおり、私立学校においては、国公立
学校とは逆に、学校としての組織的責任と教員個人の責任とが制度上分離すること
が原則となっているわけであるから、両者の責任の異同及び相互の関係についての
一般的な分析検討は、常に必要となると言うべきである。
　また、前項までで検討してきた各種の裁判例の分析検討を通じて観察できる兆候
として特筆すべき点は、現在においては、国公立学校であると私立学校であるとを
問わず、保護者ないし生徒が紛争の相手方として選択する者が、組織としての学校
から、教員個人へと変化しつつあるように見受けられることである。このような現
象が生ずる理由としては、次のような点が挙げられる。
　第 1に、組織としての学校よりも、個々の教員の方が、現実に生徒ないし保護者
との関係で「人」として接触しているために、現実の局面における、いわゆる「顔
の見える相手方」として、具体的に認知することができる。第 2に、組織としての
学校は、個々の生徒ないし保護者と比較した場合、交渉力も社会的影響力も強く、
かつ、紛争が終結した後における学校としての指導教育方針ないし体制をも考慮す
るならば、相手方ないし敵方とすることによって極めて大きなリスクが当該生徒に
生ずる可能性があるのに対し、教員個人との間で紛争が生じたとしても、当該教員
が何らかの原因によって極めて大きな影響力を有しているのでない限り、当該教員
を当該学校から排除することにさえ成功すれば、生徒が具体的な教育を今後受けて
いく過程において負うべきリスクは、極めて小さくなる可能性が高い。そして第 3
に、現在の学校実務においては徐々に小さくなっているとしても、未だ日常的な指
導教育に関しては教員個人に相当程度の裁量権が残されている以上、具体的な指導
教育の過程で紛争が生じた場合には、組織としての学校の責任関係や指揮命令系統
がともすると不明確になりがちであることとあいまち、裁量権を保持する教員個人
の責任として訴訟を提起する方が、理論的に優っている側面がある。
　このように、賠償資力の多寡という点だけからすれば、学校の組織的責任を追及
する方が、教員個人の責任を追及することよりも生徒ないし保護者に「有利」であ
るにもかかわらず、現実的な観点のみならず一部の理論的観点からしても、教員個
人に対して責任追及が行われる傾向が生じてくることには、それなりの理由がある
27
学校の指導と教員の責任（ 3・完） （星野）
ものと言わざるを得ないわけである。
　これに対して学校が、より組織としての結束力と指揮命令関係とを整備し、教員
個人を具体的な案件においてどこまで組織として保護することが妥当か否かについ
ては、未だ確立した見解が存在しないものと思われる。実際、現在の学校において
は、組織としての指導教育体制の整備が徐々に強化され、教員個人の保持する裁量
の範囲が相対的に狭くなっているため、そのことに起因する別の問題点が種々指摘
されているのは周知のとおりである27。しかしながら逆に、教員個人の裁量が小さ
くなればなるほど、教員個人の依って立つ具体的な立場については、少なくとも教
員相互間では明確な互換性が保たれるわけであるから、上記のような生徒ないし保
護者側の擁する事情ないし背景との関係では、教員個人の立場や利益が不当に損な
われるおそれを、最小限に抑制することが可能となる。
　以上のとおり、学校としての組織的責任と教員の個人責任との関係は、必ずしも
単純なものではなく、かつ、個々の事件における個々の当事者の、その時々の状況
に基づいた任意の選択に委ねておくべきものでもないように思われる。従って、本
論文の結論としても、学校における指導に関して、教員個人がどのような理由に基
づいてどのような責任を負うことがありうるかについて、また、組織としての学校
が個々の教員の正当な利益をどのようにして保護すべきかについて、改めて考える
必要があることとなる。
4 　学校の指導と教員の責任
　これまでの検討から、学校における指導に関して教員が負うことあるべき責任に
ついては、次のように要約することが可能であるように思われる。
　第 1に、学校として行う指導教育の不適切さを原因として、教員個人に責任が発
生すること自体については、国公私立学校を問わず、理論的には認めることが妥当
であると思われる。これは、学校において行われる指導教育に関しては、指導教育
27　最も典型的な問題点としては、各種の業務の進行や順序について、複数の教員間での協
議が必要となったり、情報管理上の理由で自宅への業務の持ち帰りができなくなったりし
ているため、教員が学校内において業務を行う必要が著しく増加し、時間外勤務、休日勤
務等についての法規制が、従来のような合理性を保てなくなってきていることが挙げられ
る。近時の最高裁判例として、最判平成23年 7 月12日平成22年（受）9号裁判集民事237号
179頁（評釈として、星野豊・法律時報85巻 4 号129頁（2013年）、同・月刊高校教育2012年
2 月号76頁（2012年）参照）。
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を受けるべき個々の生徒の多様性に応じた裁量が与えられることが必要であり、具
体的に指導教育を行う全ての教員には、大なり小なりかかる裁量が与えられている
と考えられるからであるが、ここでいう「教員の裁量」が、相当程度あいまいな概
念であることは否定できない。また、管理職の具体的な指示監督の下に行動した場
合や、会議体での合議の結論として具体的な行為を担当した場合については、当該
教員の行動は、組織としての学校が行動の一部として位置づけられ、かかる場合に
当該教員にかかる行為に関する裁量があるものと考えることは困難であるから、当
該教員が指示監督ないし合議の結論に反した行動をした結果生徒に損害を与えた場
合でない限り、教員個人の責任が追及されることは、合理的な範囲で制限されてし
かるべきである。
　第 2に、現在の民事訴訟制度の下では、被害を受けたことを主張する原告が、当
該被害に係る責任追及を行う相手方としての被告を、訴訟提起に際して自由に選択
できることが原則として可能である以上、上記で議論した教員の裁量が与えられて
いたか否かにかかわらず、組織としての学校が訴えられることなく、個人としての
教員のみが責任追及の対象となることは、避けることができないものというべきで
ある。なぜなら、民事訴訟は、私人としての関係当事者間における紛争を解決する
ために存在する制度であり、訴訟において法的責任の有無を裁判所が認定判断する
ことも、結局は当事者間における紛争を法的に解決するためであるから、原告が紛
争の相手方とすることを望まない者を訴訟の相手方としなければならないとするこ
とは、関係当事者間における紛争の解決を終局的に導かないものとなる可能性が高
く、民事訴訟制度の基本的な目的を損なうものとなりかねないからである。そうす
ると、この点に関して、現在の最高裁判例を前提とする国家賠償法の解釈は、国公
立学校と私立学校とで、教員が個人として訴訟上追及される責任の有無に事実上の
差異を生じさせるものであるのみならず、当事者が責任追及を行うべき相手方を、
国公立学校の教員についてのみ偏って制限しているとの評価を免れない可能性が高
いと言うべきである28。実際、既に議論したとおり、国公立学校と私立学校とでは、
28　最近の事件として、公立高校の部活動中に熱中症に罹患した生徒が、部活動顧問教員ら
の不適切な対処のため死亡するに到った事例ついて、生徒の遺族は、公立学校教員の個人
としての責任を追及することを明確にしている。しかしながら、大分地判平成25年 3 月21
日平成22年（ワ）222号、及びその控訴審である福岡高判平成26年 6 月16日平成25年（ネ）
433号は、いずれも最高裁判例を引用して教員の個人責任を否定したため、本件は現在最高
裁に上告及び上告受理申立がなされている。福岡高裁平成26年（ネオ）68号、同平成26年（ネ
受）81号。
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生徒に対する関係で行われるべき指導教育の内容に理論的な差異はなく、また、上
記で議論した教員に与えられる裁量の点から見た場合でも、理論上も事実上もほぼ
同一というべきであるから、国家賠償法の解釈を無造作に教員に対しても適用し、
国公立学校の教員についてのみ、被害者からの直接の責任追及を認めないものとす
ることは、民事訴訟制度の基本的な目的である当事者間の紛争解決を、明らかに妨
げるものというべきである。
　以上のとおり、本論文では、当事者が相手方を自由に選択することが事実上早期
の紛争解決に貢献するとの観点から、現在の最高裁判例を前提とした国家賠償法の
解釈を教員に対して適用することには問題があると考え、教員個人の責任の有無及
び範囲に関する基準としては、具体的な指導教育に際して個々の教員に与えられた
裁量の有無と範囲とによって決せられるべきである、との結論を暫定的に提示した
わけであるが、これらの基準のみによって全ての指導教育に関する紛争が適切に解
決されるかについては、不確定要素が多々あることが明らかである。望ましいか否
かは別として、学校に関する紛争や訴訟は、今後増加する可能性はあっても減少す
る可能性は極めて小さいと予測せざるを得ないから、今後における裁判例を典型と
した学校における紛争の実情を多様な観点から解析し、訴訟に依る場合と依らない
場合との双方を含めて、かかる紛争の解決のためにはどのような責任配分を行うこ
とが望ましいか、また、組織としての学校と教員個人とのあるべき関係とはどのよ
うなものかについて、さらに考察を深めていきたい。
（完）
（人文社会系准教授）
